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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、当社は関連会社を有していないため記載しておりませ 

  ん。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、第29期第１四半期累計期間及び第29 

  期においては潜在株式が無く、かつ、１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。 

  また、第30期第１四半期累計期間においては潜在株式が無いため記載しておりません。 

  

当第１四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第１四半期累計期間
第30期

第１四半期累計期間
第29期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (千円) 1,521,719 1,582,321 6,415,310 

経常利益 (千円) 52,910 88,532 353,513 

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△) 

(千円) △89,426 44,166 △38,848

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 292,375 292,375 292,375 

発行済株式総数 (株) 2,835,000 2,835,000 2,835,000 

純資産額 (千円) 2,614,915 2,677,970 2,663,525 

総資産額 (千円) 4,149,658 4,434,232 4,199,589 

１株当たり四半期純利
益又は１株当り四半期
(当期)純損失(△) 

(円) △31.54 15.58 △13.70

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 10 

自己資本比率 (％) 63.0 60.4 63.4 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  
(１)経営成績の分析 

当第１四半期累計期間の我が国の経済は、東日本大震災による東北地方及び北関東地域における物理

的被害からの復旧には今後もかなりの時間を要するなか、原発事故に端を発する電力の供給不安と放射

能汚染に対する風評被害の発生など、不透明な状況のうちに推移しております。 

当社の属する飲食業界におきましては、国内消費の全般的な低迷と放射能汚染に対する風評被害に加

えて、生食肉による事故が発生するなど極めて厳しい経営環境のなかにあります。 

そのような状況のなか当社は、東日本大震災の被災地域に立地する店舗の復旧を 優先課題として取

り組んでまいりました。それにより復旧が困難と判断し閉鎖を決定した宮城県内の１店舗を除き全店の

営業再開を果たしており、東北地域及び北関東地域における復興支援に伴う人員流入による特需的な外

食需要の急増に対応可能となりました。しかしながら、原発事故後の不安定な電力事情を反映し、首都

圏地域においては帰宅困難回避のためと思われる居酒屋利用の減退傾向が著しい状況にあり、全社的に

見ますと特需的な増収効果は限定的なものであります。 

 店舗展開につきましては、当事業年度新たに開発しました新業態「かどでや」業態を茨城県１店舗と

東京都２店舗の合計３店舗を新設し、茨城県・埼玉県・東京都各１店舗の合計３店舗を業態変更いたし

ました。また、「忍家」業態６店舗を高級感とわかりやすい均一価格が魅力の「串・海鮮・ホルモン忍

家」業態へと業態変更しました。以上により当四半期累計期間末の店舗数は106店舗と前年同四半期末

に比べ６店舗の増加となりました。 

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、1,582,321千円と前年同四半期に比べ60,602千円

(4.0％増)の増収となりました。営業利益につきましては、86,646千円と前年同四半期に比べ38,402千

円(79.6％増)の増益となりました。経常利益につきましては88,532千円と35,621千円(67.3％増)の増

益、四半期純利益につきましては44,166千円と前年同四半期において「資産除去債務会計基準の適用に

伴う影響額」219,122千円を特別損失に計上しておりましたので、前年同四半期に比べ133,592千円の大

幅な増益となりました。 
  

セグメント別の業績は、以下のとおりであります。 

①北関東エリア 

 当エリアにつきましては、東日本大震災の被災地域であります茨城県内立地の店舗については被災前

の営業状態への復旧を 優先として、エリア全体としましては既存店舗の業績安定を主眼としたエリア

運営を行ってまいりました。 

 その方針に基づき、当第１四半期累計期間においては、緊急性の高い要修繕店舗の修繕を 優先に進

めつつ、「忍家」業態２店舗を「串・海鮮・ホルモン忍家」業態、「くいどころＢＡＲ」業態１店舗を

「かどでや」業態への業態変更を行いました。また、当事業年度の新業態「かどでや」業態を茨城県つ

くば市に新設いたしました。 

 なお、当第１四半期累計期間末の店舗数は56店舗と前年同四半期末に比べ１店舗減少しております。

 以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は764,091千円と前年同四半期に比べ33,899千円(4.2％

減)減少しました。なお、前年同四半期における閉鎖店舗の売上高は24,616千円であります。 

 営業利益につきましては、人員配置の見直し、不動産賃料の減額交渉、節電等の経費削減を進めたこ

とにより102,070千円となり、前年同四半期に比べ1,304千円(1.3％増)の増益となりました。 
  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 3 ―



  
②首都圏エリア 

 当エリアにつきましては、首都圏エリアドミナント化を目的として積極的な出店を進める方針を採っ

ております。この方針に基づき、当第１四半期累計期間において「かどでや」業態２店舗を東京都に出

店しました。また、既存店業績向上の一環として、「忍家」業態３店舗を「串・海鮮・ホルモン忍家」

業態、「もんどころ」業態２店舗を「かどでや」業態への業態変更を行いました。 

 当エリアは東日本大震災による直接的な被害は受けておりませんが、震災後の不安定な電力事情を背

景にした帰宅困難回避のためと思われる居酒屋利用の減退傾向が著しく、当エリアの既存店舗は全般的

に前年実績の確保が困難な状況にあります。 

 なお、当第１四半期累計期間末の店舗数は38店舗と前年同四半期末に比べ９店舗増加しております。

 以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、599,706千円と前年同四半期に比べ98,566千円

(19.7％)増加しました。 

 営業利益につきましては、店舗増加に伴う販売費及び一般管理費の増加を吸収し53,528千円と前年同

四半期に比べ11,891千円(28.6％増)の増益となりました。 

  

③東北エリア 

 当エリアにつきましては、東日本大震災及び原発事故の被災地であり既存店舗の復旧を 優先課題と

して取り組んでおり、店舗の改廃につきましては「忍家」業態１店舗の「串・海鮮・ホルモン忍家」業

態への業態変更を行い、再開が不可能と判断した１店舗の閉鎖を決定いたしました。 

 また、東日本大震災被災から可能な限り早期な営業再開を図ったことにより、復興支援に伴う人員流

入による特需的な外食需要の急増に対応してまいりました。 

 なお、当第１四半期累計期間の店舗数は12店舗と前年同四半期末に比べ２店舗減少しております。 

 以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、218,078千円と前年同四半期に比べ4,508千円(2.0％

減)の減少となりました。なお、前年同四半期における閉鎖店舗の売上高は28,290千円であります。 

 営業利益につきましては、人員配置の見直し、不動産賃料の減額交渉、節電等の経費削減を進めたこ

とにより47,733千円となり、前年同四半期に比べ23,637千円(98.1％増)の大幅な増益となりました。 
  

(２)財政状態の分析 

 (資産の部) 

流動資産は、1,478,543千円となり前事業年度末に比べ275,704千円増加しました。 

 これは主に、東日本大震災により営業状況の悪化が懸念される状況にありましたので、手元資金を厚

めに確保したため現金及び預金が1,263,380千円と前事業年度末に比べ271,302千円増加したことによる

ものであります。 

 固定資産は、2,955,689千円となり前事業年度末に比べ41,061千円減少しました。 

 これは主に、減価償却の進捗による建物の減少24,583千円、期間経過に伴う流動資産への振り替えに

よる長期預金の減少18,000千円等によるものであります。 

 (負債の部) 

流動負債は、1,019,582千円となり前事業年度末に比べ129,865千円増加しました。 

 これは主に、期末月の売上高の増加に伴う仕入増加による買掛金の増加39,438千円、給与支払額の増

加及び店舗新設に伴う設備投資資金の増加等による未払金の増加72,600千円、未払消費税の増加等によ

るその他の負債の増加52,513千円、通期資金計画に基づく１年以内返済予定の長期借入金の増加36,994

千円等に対し、前事業年度末において一時的な手元資金の確保のために利用していた短期借入金の返済

による減少70,000千円等によるものであります。 

 固定負債は、736,678千円と前事業年度末に比べ90,332千円増加しました。 

 これは主に、通期資金計画に基づく長期借入金の増加77,688千円、店舗増加に伴う資産除去債務の増

加14,820千円等によるものであります。 

 (純資産の部) 

純資産合計は、2,677,970千円となり前事業年度末に比べ14,444千円増加しました。 

これは主に、四半期純利益44,166千円に対し未払配当金の支出計上28,348千円によるものであります。
  

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに発生し

た課題はありません。 
  

(４)研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,140,000 

計 10,140,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,835,000 2,835,000 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード) 

単元株式数は
100株であります。

計 2,835,000 2,835,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

─ 2,835,000 ─ 292,375 ─ 282,375 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 
  

① 【発行済株式】 

平成23年６月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式数(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株100株が含まれております。

  

② 【自己株式等】 

平成23年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ― ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式   100
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式2,834,300 28,343 
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

単元未満株式 普通株式   600 ― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 2,835,000 ― ―

総株主の議決権 ― 28,343 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ホリイフードサービス 
株式会社 

茨城県水戸市中央
二丁目10番27号 100 ─ 100 0.0 

計 ― 100 ─ 100 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)に

係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 992,078 1,263,380

売掛金 25,156 39,029

有価証券 1,648 454

原材料 44,778 44,900

前払費用 85,272 85,556

繰延税金資産 16,820 12,975

その他 37,084 32,244

流動資産合計 1,202,838 1,478,543

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,791,979 1,767,395

その他（純額） 148,587 150,377

有形固定資産合計 1,940,566 1,917,773

無形固定資産 11,107 10,450

投資その他の資産   

長期貸付金 115,716 112,893

繰延税金資産 145,303 137,499

敷金及び保証金 566,541 563,900

長期預金 99,000 81,000

その他 128,450 142,106

貸倒引当金 △9,934 △9,934

投資その他の資産合計 1,045,076 1,027,465

固定資産合計 2,996,750 2,955,689

資産合計 4,199,589 4,434,232
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 116,050 155,489

短期借入金 200,000 130,000

1年内返済予定の長期借入金 226,881 263,875

未払金 169,339 241,940

未払法人税等 14,032 34,228

賞与引当金 14,024 7,609

店舗閉鎖損失引当金 1,815 90

株主優待引当金 3,440 3,411

災害損失引当金 16,900 7,392

資産除去債務 15,104 10,903

その他 112,129 164,643

流動負債合計 889,717 1,019,582

固定負債   

長期借入金 141,963 219,651

資産除去債務 402,622 417,443

その他 101,760 99,584

固定負債合計 646,345 736,678

負債合計 1,536,063 1,756,261

純資産の部   

株主資本   

資本金 292,375 292,375

資本剰余金 282,375 282,375

利益剰余金 2,097,315 2,113,132

自己株式 △84 △84

株主資本合計 2,671,981 2,687,798

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △8,455 △9,828

評価・換算差額等合計 △8,455 △9,828

純資産合計 2,663,525 2,677,970

負債純資産合計 4,199,589 4,434,232
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 1,521,719 1,582,321

売上原価 416,611 434,838

売上総利益 1,105,107 1,147,482

販売費及び一般管理費 1,056,864 1,060,836

営業利益 48,243 86,646

営業外収益   

受取利息 911 748

受取配当金 432 1,109

投資有価証券売却益 1,316 －

権利金回収額 3,500 －

災害見舞金 － 1,500

その他 895 1,846

営業外収益合計 7,056 5,204

営業外費用   

支払利息 2,177 2,862

その他 212 455

営業外費用合計 2,389 3,318

経常利益 52,910 88,532

特別損失   

固定資産除却損 1,495 2,042

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 219,122 －

特別損失合計 220,618 2,042

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △167,707 86,490

法人税、住民税及び事業税 △78,280 42,324

法人税等合計 △78,280 42,324

四半期純利益又は四半期純損失（△） △89,426 44,166
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 
  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
  

１ 配当金支払額 

 
  
当第１四半期累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

  

１ 配当金支払額 

 
  

当第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日  
  至 平成23年６月30日)

１ 税金費用の計算 

当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 

当第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日  
  至 平成23年６月30日)

当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しており

ます。 

 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間

減価償却費 101,853千円 96,666千円

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 28,350 10.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 28,348 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、本部における物販収入 

及び報告セグメントに配分されない全社費用を含んでおります。 

 ２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、本部における物販収入 

及び報告セグメントに配分されない全社費用を含んでおります。 

 ２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

  

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
北関東エリア 首都圏エリア 東北エリア

売上高    

  外部顧客への売上高 797,991 501,140 222,587 ― 1,521,719 

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 797,991 501,140 222,587 ― 1,521,719 

セグメント利益 100,766 41,637 24,096 △118,256 48,243 

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
北関東エリア 首都圏エリア 東北エリア

売上高    

  外部顧客への売上高 764,091 599,706 218,078 444 1,582,321 

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 764,091 599,706 218,078 444 1,582,321 

セグメント利益 102,070 53,528 47,733 △116,686 86,646 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △31.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益       ─

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が無く、かつ、１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。 
  

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 15.58円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益       ─

 

項  目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日)

損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △89,426 44,166 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △89,426 44,166 

普通株式の期中平均株式数(株) 2,834,947 2,834,870 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

― 14 ―



  
平成２３年８月１０日

 ホリイフードサービス株式会社 

  取  締  役  会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ホリイフードサービス株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第３０期事業年度の

第１四半期会計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成

２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四

半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ホリイフードサービス株式会社の平成２３年６月３

０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    関     常 芳  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    沼 田  敦  士  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年８月15日 

【会社名】 ホリイフードサービス株式会社 

【英訳名】 Horiifoodservice Co.,Ltd 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 飯 田 益 弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 茨城県水戸市中央二丁目10番27号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長飯田益弘は、当社の第30期第１四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




